
仙台市長　様

	申請年月日
	年　　月　　日

	施設・事業所名
	

	施設・事業所類型
	幼稚園

	設置者
	印


令和　　年度 　主幹教諭等専任加算・子育て支援活動費加算適用申請書（幼稚園用）
	1 
	主幹教諭等（学校教育法第27条に規定する副園長，教頭，主幹教諭及び指導教諭をいう。）を指導計画の立案や地域の子育て支援活動等の業務に専任させるため，基本分単価及び他の加算等の認定に当たって求められる「必要配置教員数」を超えて代替教員（非常勤講師等）を配置している。
	該当 ・ 非該当

（いずれかに○）

	2 
	（①に該当する場合，以下の事業のうち，実施しているものの番号に○をし，１～４については実施期間を記入）
１．一時預かり事業（幼稚園型），私学助成の預かり保育推進事業，又は幼稚園長時間預かり事業等により行う預かり保育事業
　　（実施期間：令和　　　年　　　月　～　令和　　　年　　　月まで）

２．一時預かり事業（一般型），私学助成の子育て支援活動の推進等により行う未就園児の保育，又は一時預かり事業（幼稚園型）により行う非在園児の預かり事業

　　（実施期間：令和　　　年　　　月　～　令和　　　年　　　月まで）

３．満３歳児に対する教育・保育の提供（満３歳児が在園している場合）

　　（実施期間：令和　　　年　　　月　～　令和　　　年　　　月まで）

４．障害児（軽度障害児を含む。）に対する教育・保育の提供（障害児が在園している場合）

　　（実施期間：令和　　　年　　　月　～　令和　　　年　　　月まで）
５．年間を通じた継続的な小学校との連携・接続に係る取組であって，以下のア～ウ全ての要件を満たすもの。
　　ア．小学校との連携・接続に関する業務分掌を明確にすること。
　　イ．授業・行事,研究会・研修等の小学校との子ども及び教職員の交流活動が年間を通
じ複数回計画・実施されていること。
　　ウ．小学校との接続を見通した教育課程を編成していること。なお,継続的な協議会の開催等により具体的な編成に向けた研究に着手していると認められる場合を含む。



	3 
	（②で複数の事業に○がついた場合）

保護者や地域住民からの育児相談，地域の子育て支援活動等に取り組んでいる。
	該当 ・ 非該当

（いずれかに○）


 　※　②１・２は事業開始年度の５月に平均対象子どもが1人以上いること。３・４は月初日において対象子どもが1人以上利用している月から加算適用。　
　※　①に該当し，②の事業を複数実施する場合に，主幹教諭等専任加算が適用されます。
　※　主幹教諭等専任加算の対象施設において，③に該当する場合に，子育て支援活動費加算が適用されます。
【添付書類】
　　　（②の5に該当する場合）以下の全て（いずれも申請年度のもの）
※ただし，②1～4の事業を複数実施している場合は，5の事業の実施の有無を問わず加算要件を満たすため,添付は不要です。
・小学校との連携・接続に関する業務担当について明記されている施設や設置法人の事務分掌や事務取扱，規則等の写し（記載部分のみ）
・別紙「小学校との交流活動にかかる取組内容実施計画書」（小学校との子ども及び教職員の交流活動の内容について記入してください。）
・アプローチカリキュラム（アプローチカリキュラムを編成していない場合は，協議会の議事録や研究会の資料等，具体的な実施状況を証する書類を添付してください。なお, 小学校就学の際に行う引継ぎは当該要件には該当しません。）

　　　　
（③に該当する場合）
・保護者向け案内等，子育て支援活動の実施が分かる書類
　　　
　　   ※　加算要件に該当しなくなった場合は，加算の適用はなくなります。



印
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